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CSR活動報告2014



このサイトでは、患者さん、医療関係者、株主・投資家、地
域社会、従業員など、幅広いステークホルダーを対象に、当
社グループが2013年度に実施した主なCSR活動についてお
知らせするものです。当社の企業理念に基づいた具体的な取
り組みについて、ISO26000の中核課題に沿って報告してい
ます。記載した環境パフォーマンスデータについては、ビュ 
ーローベリタスジャパンによる第三者評価が実施され、独立
した立場から客観的証拠に基づいて正確性が検証されていま
す。
なお、文章中における医療・薬学関連の専門用語について
は、用語解説を設けることにより、広くご理解いただけるよ
う工夫しています。

コーポレートレポート2014コーポレートレポート2014
株主・投資家をはじめとしたステークホルダーの皆様に、田辺三菱製薬の持続的成長に向けた
取り組みをお伝えすることを目的に制作しています。当社の統合報告書と位置づけ、企画構成
においては、国際統合報告審議会（IIRC）*が提示するフレームワークを参照しました。
「事業概要セクション」では「価値創造を実現するビジネスモデル」を、「事業戦略セクショ
ン」では「価値創造に向けた取り組み」を、「ESGセクション」では、「価値創造を支える取
り組み」を中心にご説明しています。

* 国際的な企業報告フレームワークの開発をめざして、民間企業・投資家・会計士団体・行政機関等に
よって2010年に設立された民間団体

対象期間対象期間
2013年4月1日～ 2014年3月31日
（報告事例によっては、2014年4月以降の内
容を含みます）

対象範囲対象範囲
田辺三菱製薬株式会社および国内・海外の連
結子会社（報告事例によっては、対象範囲が
異なる場合があります）

参考にしたガイドライン参考にしたガイドライン
「ISO26000」
グローバル・リポーティング・イニシアティ
ブ（GRI）「サスティナビリティ・リポーテ
ィング・ガイドライン第3.1版」
環境省「環境報告ガイドライン2012年版」

公開時期公開時期
2014年9月（次回予定：2015年9月）

お問い合わせ先お問い合わせ先
田辺三菱製薬株式会社 広報部
〒541-8505　大阪市中央区北浜2丁目6-18
電話：06-6205-5110
FAX：06-6205-5105

CSR活動報告2014についてCSR活動報告2014について



ガバナンスに関する基本的な考え方ガバナンスに関する基本的な考え方
当社は「医薬品の創製を通じて、世界の人々の健康に貢献します」という企業理念と「国際創薬企業と

して、社会から信頼される企業になります」というめざす姿を掲げ、これらの実現を通じて、社会に貢献し
ていきます。
また、経営の意思決定の効率性・迅速性を確保するとともに、社外取締役による監視・監督および監査

役の監査体制の充実によって、経営の透明性・客観性の確保を進めることにより、株主をはじめとするす
べてのステークホルダーに対する責任を果たし、企業価値を最大化していくことを重要課題と位置づけ
て、コーポレート・ガバナンス体制の構築に努めています。

経営体制経営体制
当社は、経営の意思決定・業務執行の監督機能と業務執行機能を明確化するために執行役員制度を導入

しています。社長執行役員を含む役付執行役員および社長執行役員が指名した執行役員などで構成する経
営執行会議を原則月2回以上開催しており、経営全般の業務執行に関する重要事項を協議しております。こ
れにより意思決定の迅速化と効率化を図っています。
また、経営の意思決定および業務執行の監督機能の役割を担う取締役会は、経営の透明性と客観性を確

保するために、社外取締役2名を含む8名で構成されており、原則月1回の定例取締役会のほか、必要に応
じて機動的に開催し、重要な業務執行に関する事項の決議および報告を行っています。
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コーポレート・ガバナンス体制図

監査体制監査体制
当社は、監査役会を設置しており、社外監査役2名を含む4名で構成されています。各監査役は、取締役

会および経営執行会議などの重要会議に出席するほか、取締役、執行役員および各部門からの職務執行状
況の聴取、重要な決裁書類などの閲覧、主要な事業所や子会社の業務などの調査により、業務執行の監査
を行っています。また、会計監査人から監査計画、監査方針および「会計監査人の職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」などの説明を受ける一方、四半期ごとに監査実施内容とその結果を聴
取し、意見交換を行っています。
さらに、執行部門から独立した内部監査部門の監査部から監査計画、監査実施状況および監査結果に関

して毎月定期的に情報提供を受け、意見交換を行うとともに、半期ごとに財務報告に関わる内部統制シス
テムの評価結果の報告を受けています。
これらの監査役監査および社外監査役の職務遂行のサポートを行うため、業務執行から独立した監査役

室を設置し、専任のスタッフを3名配置しています。
その他、会計監査人に新日本有限責任監査法人を選任し、正確な経営情報を開示するなど、適正な監査

が実施される環境を提供しています。



決算説明会

コーポレートレポート2014

スステークホルダテークホルダーへの情報開示ーへの情報開示

当社は、患者さん、医療関係者、株主・投資
家、地域社会など、すべてのステークホルダーに
よる当社への理解を促進し、適正な評価を得るこ
とを目的に、経営方針、経営目標、財務状況など
の企業活動に関する重要な会社情報を、公正かつ
適時・適切に開示するよう努めています。情報開示
にあたっては、金融商品等取引法などの関係法令
および上場証券取引所規則を遵守するとともに、
情報開示規則に則り、すべてのステークホルダー
に対し、内容、時間のいずれにおいても公平な開
示を行います。また、社会の一員として、すべての
ステークホルダーの声を真摯に受け止め、ステー
クホルダーとの情報の共有化に努め、相互理解を
深めていきます。
会社の財務状況、新製品の開発状況、重要な経

営方針や事業展開については、機関投資家の皆さ
んを対象に決算説明会、R&D（Research and
Development = 研究開発）説明会、事業説明会な
どを開催しています。これら説明会の模様は、個人
投資家・海外投資家の皆さんにもご覧いただける
よう、動画・音声を質疑応答の内容とともにホー
ムページで配信しています。また、個人投資家の皆
さんを対象にした説明会も実施しています。その
他、国内外の株主・投資家に向けた経営内容に関
する年次報告書として「コーポレートレポート」
を発行しています。



田辺三菱製薬グループリスクマネジメント体制 リスク分類に応じたリスクコントロール

経営戦略に関するリスク経営戦略に関するリスク
経営企画部が各部門の行うリスクマネジメント経営企画部が各部門の行うリスクマネジメント
を総括。を総括。
例：新規分野の進出に係るリスク、開発戦略に係る
リスクなど

重要リスク重要リスク
（組織横断的な管理が必要なリスク）（組織横断的な管理が必要なリスク）
主管部門・関連部門が連携して、リスク低減策を主管部門・関連部門が連携して、リスク低減策を
立案・推進。立案・推進。
内部統制・コンプライアンス推進部が進捗を統内部統制・コンプライアンス推進部が進捗を統
括。括。
例：薬事法に抵触するリスク、情報管理に関するリ
スク、大規模災害リスクなど

その他一般リスクその他一般リスク
（上記以外のリスク）（上記以外のリスク）
各部門がリスク低減策を実施。各部門がリスク低減策を実施。

事業活動に伴うリスク管理事業活動に伴うリスク管理
当社グループは、事業活動に伴うリスクを適切に管理するため、「リスクマネジメント規則」を制定

し、それぞれの担当部門がリスクの所在・種類・重要度等の把握と必要な対応を行っています。
また、社長執行役員を委員長とするリスクマネジメント委員会（原則として年2回開催）を設置して当社

グループ全体のリスクの軽減について審議するなど、リスクマネジメントを統括・推進する体制を構築・
運用しています。
また、重要リスクについては、経営陣への報告体制を明確化するとともに、各重要リスクの主管部門・

関連部門がグループ全体でのリスク低減策の立案・推進を行っています。
一方、各部門・グループ会社においては、洗い出されたリスクについて所属員に周知し、一人ひとりの

リスク感度の向上を図っています。
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大規模災害への備え大規模災害への備え
当社は、医薬品製造販売企業の使命として「医療用医薬品の安定供給を最大限に継続する」ため、「大

規模災害事業継続マネジメント規則」を制定し、グループを取り巻く地震・津波／風雪水害／パンデミッ
ク等の大規模災害および大規模災害に発展する可能性のあるリスクに対して、有事に本社と拠点の連携に
よる全社体制で対応するために、「平時からの準備」と「有事のための対応策」を進めています。
特に、地震・津波のリスクに対しては、南海トラフ地震、首都直下型地震、上町断層帯地震等の被害想

定を前提に、平時から「全社防災委員会」と「拠点防災委員会（海外を含む各拠点に設置）」を設置し
て、安否確認対応／被災状況報告対応／初動対応マニュアル等の整備／インフラ環境の強化／災害備蓄の
整備／被災者支援対応／防災訓練の実施／その他、防災・減災対策に取り組み、災害対応力の向上に努め
ています。
また、有事の際には、「全社防災委員会」は「災害対策本部」の中核として事業継続および早期復旧に

重点を置いた活動を確実に行うため、あらかじめ事業継続計画を策定し、適宜更新を行い、その有効性を
高めています。
「拠点防災委員会」では、従業員等の安全を優先した初動対応に重点に置いた活動を行うため、拠点防

災委員長の判断により、迅速に対応できる体制を構築しています。
今後も、上記の「平時からの準備」と「有事のための対応策」について、現実かつ効果的な対策を実施

し、製薬会社としての使命を果たしていきます。



田辺三菱製薬グループコンプライアンス推進体制 コンプライアンス行動宣言

1 私たちは、生命関連企業に従事する者として、高
い倫理観をもって行動します
2 私たちは、互いの人権を尊重し、安全で快適な職
場環境づくりをめざします
3 私たちは、事業活動に関わる法令を遵守します
4 私たちは、地球環境の保護に積極的に取り組み、
社会との共生を図ります
5 私たちは、常に公正な取引を行います
6 私たちは、情報を適正に管理し、適時・適切に開
示します
7 私たちは、会社資産を適正に管理し、効率的に活
用します

コンプライアンス推進体制コンプライアンス推進体制
当社グループは、チーフ・コンプライアンス・オフィサーを委員長とするコンプライアンス推進委員会

を中心に、グループ会社を含めたコンプライアンス推進体制を構築しています。また、各現場との連携を
図るため、半期に1回コンプライアンス推進責任者・担当者（計200名）と会議を開催し、不祥事やコンプ
ライアンスに関するリスク感覚を相互に磨き、問題を共有の上、現場の対応力を強化しています。
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コンプライアンス研修コンプライアンス研修
当社グループでは、高い倫理感と規範意識を培い、コンプライアンス意識のさらなる醸成を図るよう、

毎年、以下の研修を実施しています。
●全社コンプライアンス共通研修：●全社コンプライアンス共通研修：
知識提供や講義中心の研修ではなく、対話やディスカッションを中心とした形式で、役員・従業員に対し
て参加型の研修を実施しています。
●部門別コンプライアンス研修：●部門別コンプライアンス研修：
各部門特有のコンプライアンス課題を取り上げ、上記共通研修と連関した研修を行っています。

2013年度コンプライアンス研修実施一覧
研修対象 実施回数 受講者数

コンプライアンス研修 全社共通研修 206回 7,283人

部門別研修 303回 6,745人

トップセミナー 1回 29人

新任職制研修 2回 78人

新入社員研修 1回 144人

ホットラインの設置ホットラインの設置
当社グループでは、法令や社会のルールに反する事例に関する通報・相談窓口として、社内外にホット

ラインを設置しています。その意図は、従業員が不安なとき、疑問に感じたときに、身近に利用できるこ
とで、不祥事につながるリスク等を未然に防止または軽減することにあります。また、対応状況として、イ
ントラネットに半期ごとの対応件数を公表するほか、全社共通研修を通じて最近の傾向や特記すべき事例
を報告しています。

2013年度ホットライン対応件数
規則関係 労務管理 事前相談 その他 合計

10 35 3 3 51



海外グループ会社でのコンプライアンス海外グループ会社でのコンプライアンス
当社グループは、海外子会社のリスクマネジメントおよびコンプライアンス体制強化のためのアクショ

ンプログラムについて、当社グループの関係部門と定期的に協議を進めています。国ごとに異なる文化、法
令、商習慣などの「多様性」（ダイバーシティ）を尊重しつつ、グループ経営に必要な経営方針を共有し
ています。

コンプライアンス意識調査の実施コンプライアンス意識調査の実施
当社グループでは、不祥事防止のリスク管理の観点から、まずは個々のコンプライアンス推進の現状を

確認し、グループ役員・従業員のコンプライアンス意識をより一層高めていくことが重要であると認識し
ています。そこで、グループ役員・従業員に対して、年1回、定期的にコンプライアンス推進状況調査を実
施し、その結果を各部門にフィードバックしています。2011年度から、イントラネットを利用して実施し
ており、本年度の回答数は6,629名で、回収率は88.6%でした。
「あなたの職場には、コンプライアンスは重要との認識が浸透していますか」という問いには「浸透し

ている」「どちらかというと浸透している」の合計が97.4％となっています。

コンプライアンス推進状況調査の結果
Q. あなたの職場には、コンプライアンスは重要との認識が浸透していますか。



外部講師を招いた講演会

「企業行動憲章確認の日」の実施「企業行動憲章確認の日」の実施
当社グループでは、メドウェイ・品質管理問題

の反省から、不正行為を二度と繰り返さないため
の取り組みとして、年に1度「企業行動憲章確認の
日」を設定し、すべての従業員が行動の原点であ
る企業行動憲章に立ち返る日と位置づけ、国内の全
職場でコンプライアンスミーティングを開催し、
コンプライアンスガイドブックの読み合わせ、企
業行動憲章およびコンプライアンス行動宣言に則
って行動することの宣誓と署名を行いました。ま
た2014年4月11日に本社、14日に吉城工場、23
日に小野田工場、25日に鹿島工場、5月9日に戸田
事業所でそれぞれ外部講師を招いた講演会を実施
しました。

信頼回復に向けた取り組み信頼回復に向けた取り組み
当社は、2010年4月にメドウェイ注の承認、製造管理および品質管理に係る行政処分を受けて以降、社

会からの信頼回復と再発防止を最優先課題として、業務改善に取り組んできました。また、社外有識者か
ら構成される「メドウェイ・品質管理問題に係わる信頼回復に向けた社外委員会」において、その進捗状
況を検証いただくことで、実効性を高めてきました。2014年3月には、当初の役割を果たしたとして同委
員会の活動を終了することとなり、これまでの活動と当社への助言・提言を取りまとめた最終報告書を受
領しました。なお、その内容は当社ホームページに開示しています。
今後もこれまでの教訓を活かし、社会からの信頼回復と再発防止に誠実に取り組んでまいります。



人権に対する基本的な考え方人権に対する基本的な考え方
当社グループは、会社におけるさまざまな人権問題を解消するため、企業の社会的責任という認識の上

にたち、役員・従業員一人ひとりが人権意識を高め、人権の確立された企業を構築するための人権啓発推
進活動を行うことを目的として、「人権啓発推進規則」を制定しています。
また、田辺三菱製薬グループコンプライアンス行動宣言では「私たちは、互いの人権を尊重し、安全で

快適な職場環境づくりをめざします」とうたっており、一人ひとりの人格や人権が尊重され、何ごともオ
ープンに話し合える良好な職場環境が、健全な企業運営の基盤になると考えています。

人権啓発への取り組み人権啓発への取り組み
当社グループは、企業行動憲章をベースに、国連グローバルコンパクトの「人権・労働・環境・腐敗防

止」に関する10原則を尊重し、責任ある企業市民としての活動を行っています。社長を委員長とする人権
啓発推進委員会が中心となって、役員・従業員を対象とした社内研修をはじめ、社外団体との連携や外部
講習会への参加など、全社的に人権啓発に取り組んでいます。また、毎年12月の人権週間に先立ち、人権
標語を募集して、その作成を通して人権問題を考え、人権意識の高揚を図っています。2013年度は当社グ
ループ全体から199作品の応募がありました。

田辺三菱製薬グループ人権啓発推進体制
人権啓発推進規則第4条人権啓発推進規則第4条
全社的な施策の規格および推進についての審議機関として人権啓発推進委員会を設置する。

HOME  > 人権  > 従業員に対する取り組み



ハラスメントへの対応ハラスメントへの対応
当社グループでは、コンプライアンス行動宣言で「差別や嫌がらせ、基本的人権の侵害や個々人の能力

を阻害する行為を許しません」と定め、職場からハラスメントを根絶するために、全社コンプライアンス
共通研修や新任職制研修、新入社員研修等においてハラスメントについて取り上げ、意識づけを図ってい
ます。2013年4月には、パワーハラスメントに対する理解度を深めるため、役員・従業員を対象にEラーニ
ングによる学習を実施しました。
また、最近の要望等を踏まえ、従来のセクシュアル・ハラスメントに対する相談窓口を2013年5月よ

り、「職場の悩み・人間関係ホットライン」（社外）に拡充し、運用および管理しています。社内からハ
ラスメントをなくすことで、働きやすい職場を実現し、それが企業グループとしての活力や成果に直接つ
ながるものと考えています。



研究段階における倫理的配慮研究段階における倫理的配慮
新薬の研究では、臨床試験の前に医薬品としての有効性と安全性を確認するための動物実験が必要とさ

れています。
当社は、動物実験の国際原則である3R（Replacement：代替法の利用、Reduction：使用動物数の削

減、Refinement ：苦痛の軽減）に研究者の責任（Responsibility）を加えた4Rを基本原則として、動物
実験委員会にて実験計画の妥当性について審査しています。また、法令、指針などに則った自主管理のも
とに動物実験が実施されていることを自己点検・評価するとともに、第三者評価機関である公益財団法人
ヒューマンサイエンス振興財団動物実験実施施設認証センターによる外部評価を受け、認証を取得してい
ます。

研究倫理審査委員会の取り組み研究倫理審査委員会の取り組み
近年、病態をより詳細に把握し、新薬の有効性、安全性をより的確に予測するために、患者さんからご

提供いただいた組織や細胞などを用いる研究の重要性が高まってきています。一方で、ヒト由来の試料を用
いる創薬研究は、試料提供者へのインフォームド・コンセントの徹底やプライバシー保護など、倫理的な
配慮が必要です。当社ではヒトES細胞研究倫理審査委員会、ヒトゲノム・遺伝子解析研究倫理審査委員
会、ヒト組織研究倫理審査委員会を設置し、研究計画の倫理的および科学的妥当性を慎重に審議していま
す。公正性・中立性・透明性を確保するために各倫理審査委員会には社外の方にも加わっていただき、さ
まざまな意見を尊重してバランスのとれた審査ができる体制としています。また、厚生労働省の臨床研究
倫理審査委員会報告システムや当社のホームページを通じて、倫理審査委員会の諸規定や議事の概要など
を公表し、透明性の確保に努めています。

臨床における人権・生命倫理への配慮臨床における人権・生命倫理への配慮
当社は、実施するすべての臨床試験において、ヘルシンキ宣言の精神をもとに定められたICH-

GCP（医薬品の臨床試験の実施に関する基準）を遵守し、患者さんの自由意志による同意（インフォー
ムド・コンセント）を得て、実施国の法令や社内基準および治験実施計画書に従って実施することによ
り、被験者の人権や安全の確保、福祉に対する配慮を何よりも優先して取り組んでいます。
治験の実施に先立ち、あらかじめ治験の倫理性や科学的な妥当性を、倫理に精通した社外の委員や医学

専門家を含む治験実施計画書検討会で検討することにより、臨床試験計画の倫理的、科学的妥当性の確保
に努めています。また、治験管理システムにより、臨床試験が適正に実施されていることを確認するとと
もに、適切に監査を実施し、臨床試験データが信頼できることを保証しています。

HOME  > 人権  > バリューチェーンにおける人権課題



調達段階におけ調達段階における人権への配慮る人権への配慮

当社グループは、三菱ケミカルホールディングスグループとして定めた企業行動憲章に基づき、
「KAITEKI」社会の実現に取り組んでいます。この考え方に基づき、生産購買においても「購買規則」を制
定し、取引先との公平、公正、透明な取引を基本に、関連法規の遵守、環境への配慮および人権尊重など
を重視した活動を推進しています。
さらに、品質の確保、安定した調達の実現のため、グローバルかつオープンに取引先を求めるととも

に、公平、公正、透明を期すため、取引先選定基準に基づき、取引先の厳正な評価・選定を行っていま
す。
一方、当社グループだけでは「KAITEKI」を実現することはできないことから、取引先の皆様にも

「KAITEKI」実現のために、理解と協力をお願いしています。

生産段階における人権への配慮生産段階における人権への配慮
当社グループは、生産段階においても省エネルギーやリサイクルの推進、主な生産拠点での環境マネジ

メントの国際規格であるISO14001の取得をはじめとして、地域に配慮したさまざまな取り組みを行って
います。
各工場では、敷地内植樹による緑化活動や、周辺清掃活動による地域環境美化運動を推進しています。ま

た、吉富工場では、地域住民の方々が参加可能な夏祭りを開催するなど、地域社会との共生をめざした活
動を行っています。
さらに環境法令対応として、水質汚濁防止法、土壌汚染対策法、騒音規制法など、事業活動に関わる法

令遵守はもとより、地域特有の法令、例えば、小野田工場、吉富工場における瀬戸内海環境保全特別措置
法も確実に遵守しています。
また、建屋などの新規設備投資を行う際には、地域住民の皆さんを対象に事前説明会を開催し、工事が

与える影響について理解を深めていただいた上で、着工しています。

販売における人権への配慮販売における人権への配慮
「すべては患者さんのために」、この思いを実現するためには、医師や薬剤師、看護師などの医療関係

者に、価値ある医薬品を確かな情報とともに提供し、人々の福祉と医療の向上に貢献し、健康で質の高い
生活の実現に寄与することが、製薬企業としての使命です。
当社グループでは、MR一人ひとりが生命関連企業に従事する者としてふさわしい高い倫理観と規範意

識を持ち、公正かつ誠実であることをすべてに優先し、患者さんの人権を尊重したプロモーション活動に
努めています。



内部統制・
コンプライアンス推進
部
伊藤良造

人権は、人によっていろいろな捉え方や解釈、意味があると思います。
製薬会社に勤める身として、すぐ頭に思い浮かぶのは、患者さんをはじめ社

会の人々の信頼に応えるための人権であり、プライバシーや個人情報などが含
まれます。これらの保護や配慮は、欠かすことができない要素です。
また、より身近な例では、治験において、インフォームド・コンセントの徹

底等、被験者の人権や安全の確保、福祉に対する配慮が何よりも必要とされて
います。
私は、人権においても、狭い範囲にとどまるのではなく、グローバルな視点

を持つことが大事であると考えています。人の尊厳と権利を尊重することの意味
について、研修等を通じて従業員の皆さんとともに考え、共有し、実践してい
きたいと思います。

人権の意味を考え共有し、実践する

お客さまの個人情報保護お客さまの個人情報保護
お客さまの大切な個人情報については、「プライバシーポリシー：個人情報保護方針」を策定・公表

し、個人情報を適切・安全に取り扱うという基本方針のもと、適正な手段による個人情報の収集および利
用目的達成に必要な範囲における個人情報の利用を行っています。その他、個人情報の管理にあたって
は、以下のような取り組みを行っています。

(1) 個人情報保護管理規則の制定・実施
(2) 個人情報漏洩防止マニュアルの作成・実施
(3) チーフ・プライバシー・オフィサー（CPO）、個人情報部門管理者および担当者の設置をはじめとす
る個人情報保護管理体制の構築

(4) 従業員への教育、研修および委託先の管理・監督
(5) 会社が保有するパソコンの厳重なデータ暗号化、および各種セキュリティの実施



人事の基本的な考え方人事の基本的な考え方
当社では、「人」という経営資源に焦点をあて、社員一人ひとりが能力を最大限に発揮することによ

り、当社の競争力を一層向上させ、持続的成長を実現するためのシステムとして「人材総合マネジメント
システム」を運用しています。
また、<使命感と誇り><挑戦と革新><信頼と協奏><社会との共生>を規範として行動する人材の育成をめ

ざしています。さらに、中期経営計画11-15では、「新たな価値を創造しつづける企業」への変革をめざ
し、「グローバルに展開できる人材・組織の強化」を進めています。

人材総合マネジメントシステム
基本的な考え方基本的な考え方
経営目標達成のためのツールであり、「目標管理」「評価」「処遇」「育成」「活用」を有機的に連環していくことが
重要

HOME  > 労働慣行  > 人材育成



従業員数（単位:人）
2010年3月末 2011年3月末 2012年3月末 2013年3月末 2014年3月末

グループ 9,266 9,198 9,187 8,835 9,065

単体 5,186 4,957 4,826 4,850 4,867

男性 4,152 3,968 3,869 3,870 3,856

女性 1,034 989 957 980 1,011

充実した研修体系の構築充実した研修体系の構築
企業の活力・競争力を強くしていくためには、その源泉となる人材力の向上を図ることが不可欠です。

「国際創薬企業として多様な人材を戦略的に採用します」「上司との適切な目標設定や評価によって、社
員の自律的行動を促進し、新たな価値を生み出す組織や個人の継続的成長を支援します」「各人の適材適
所の配置を進め、持てる能力を最大限発揮できる育成プログラムを提供します」「一人ひとりの主体的な
キャリア形成を大切に考えて、各人のキャリアデザインを支援します」という育成方針のもと、めざす人
材像の実現を図り、社員を支援していきます。日々のOJTに加えて、当社の研修プログラムによって各人の
能力を高めるとともに、適材適所の配置が進められ、各人が持てる能力を最大限発揮することができま
す。
新人事制度導入に合わせ、従業員のキャリア形成や、自己啓発支援にも取り組んでいます。また、将来の

経営を担う次世代リーダーを育成するプログラムや、グローバル人材の育成も継続していきます。

めざす人材像



新卒採用数（単体） 離職率（単体）

※自己都合退職と死亡退職のみ

研修体系



組織機能を強化するためには、優秀な人材の確
保は欠かせません。当社では、年齢、性別、国籍
に関わらず、高度なキャリアをお持ちの方、高いポ
テンシャルをお持ちの方を積極的に採用していま
す。

女性社員のCC/EM等級以上への登用率

※CC/EM（エキスパート）等級：
係長級に相当し、専門的あるいは指導的役割を担う。

障がい者雇用率

多様な人材の確保多様な人材の確保

障がい者活躍の支援障がい者活躍の支援
当社では積極的に障がい者雇用に取り組んでお

り、障がい者雇用率は2014年3月末現在で2.11％
と法定の2.0％を上回っています。今後も、当社グ
ループに存在する多くの職種の中から職域開発を
行い、働きやすい環境整備にも努めていきます。

HOME  > 労働慣行  > ダイバーシティの推進



介護休業・介護短時間勤務制度使用実績 有給休暇取得率

当社では、出産・育児・介護など、さまざまな
ライフイベントにあっても、社員がやりがいや誇
りを感じながら、安心して働きつづけられるよ
う、仕事と家庭との両立支援に努めています。こう
した結果、次世代育成支援対策推進法に基づく
「基準適合一般事業主」（くるみんマーク）に、
2007年以降、連続で認定されています。現在も、
効率的な働き方の実現などをめざし、ノー残業デ
ーの設定や年次有給休暇の取得促進など、環境整
備に取り組んでいます。

育児休業・育児短時間勤務制度使用実績

ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランスンスへへのの配配慮慮

健全な労使関係の構築健全な労使関係の構築
会社と労働組合とは労働協約を締結し、組合員の労働条件や権利を保障しています。当社では、定期的

に労使懇談会を開催し、会社から経営方針を伝えるとともに、会社の状況に関する情報の共有・相互理解
を深めています。また、労働時間や人事制度などの課題については、労使委員会で意見交換を行い、より
良い労働環境の実現をめざしています。



休業度数率

休業度数率：100万延べ実労働時間あたりの休業災害による死傷者数

静電気講習会：実験を交えた講習で、静電気の基礎的現象を学んでいま
す。（静電気による有機溶剤への着火実験）

当社グループでは、働く人すべての安全を確保
することは三菱ケミカルホールディングスグルー
プ全体で推進している「KAITEKI」の実現につなが
るという考えのもと、「社会から信頼される企
業」の具現化をめざし、全員で事故・災害ゼロを
目標に活動を進めています。
そのために、事業場ごとに労働安全衛生マネジ

メントシステム（OSHMS）の運用を進め、それぞ
れにリスクアセスメントを実施し独自のリスクの
低減を行うことで、事故・災害の防止に努めていま
す。2013年度には、当社グループ全体で初めて休
業災害ゼロを達成しました。
今後もOSHMSの効果的運用を図ることと合わ

せ、これまで培った安全文化を維持するために
は、従業員の安全に対する感性をアップさせるこ
とが重要と考え、安全教育（危険予知訓練、体感
研修、静電気講習会、ヒューマンエラー対策セミ
ナーなど）を継続して実施していきます。

労働安全衛生への取り組み労働安全衛生への取り組み

化学物質の安全管理化学物質の安全管理
当社グループでは、各事業所で新たな化学物質を取り扱う場合には、安全性事前評価（Safety 

Assessment：SA）に関する指針「環境安全アセスメント指針」に基づき、当該化学物質に起因するトラ
ブルを未然に防止するためにSAを実施しています。
化学物質管理に関しては、取り扱う化学物質の危険性および有害性情報の周知を進めています。また、

昨今化学物質に係る法規制が強化されてきており、当社でも法令遵守のため、研修・教育や環境安全監査
の機会を通じ、自主管理の徹底を推進しています

HOME  > 労働慣行  > 労働安全衛生



人事部
利川 將太

社内外の環境変化にスピーディーに対応できる人事施策のあり方を常に考え
ながら、多様な考え方や価値観を持った従業員一人ひとりが持てる能力を最大
限に発揮し、社会に貢献することができるよう、人事に関する諸施策の立案・
推進を行っています。
特に最近は、出産、育児、介護などのライフイベント時においても、ワー

ク・ライフ・バランスをとりながら活躍できる働き方の実現や、従業員の一人
ひとりが生涯にわたり、安心して、安定した生活をするための福利厚生制度の
あり方などに関する議論や施策の立案に集中的に取り組んでいます。

従業員一人ひとりが持てる力を最大限に発揮するための
人事施策を追求する

メメンンタタルルヘヘルスケルスケアア
当社では、従業員のメンタルヘルスマネジメントに積極的に取り組んでいます。2010年度からは、メン

タル不調の未然防止を目的に、ストレス状況をセルフチェックできる「ストレス診断」を実施していま
す。また、東日本大震災を受けて、従来の健保契約のメンタルヘルス相談窓口に加えて「日本産業カウンセ
ラー協会による相談窓口」を新たに開設し、専門カウンセリングの利用を拡大しています。さらに、全社
メンタル推進体制の強化を目的に、当社のメンタルヘルス対策を総合的に示した「メンタルヘルス対応ガ
イドブック」を作成しています。

従業員の意識調査の実施従業員の意識調査の実施
従業員の仕事に対する思いや職場環境などを総合的かつ定期的に把握し、経営諸施策につなげることを

目的として、2011年度より従業員意識調査を実施しています。2013年度は、コンプライアンス意識につ
いての項目を追加しました。今回は、「現場から経営トップ」「経営トップから現場」といったタテのコ
ミュニケーションなどが改善した一方で、仕事のストレスや疲労感が高い点などが改善されていませんで
した。対策として、ワーク・ライフ・バランス施策やキャリア形成支援などを強化していくとともに、働
く満足度が高い点などの当社グループの強みを維持できるよう今後の施策に活用していきます。



製品の研究開発から製造・物流・使用・廃棄に至
る全ライフサイクルにわたって、
「環境・安全・健康」の対策を実行し、
改善を図っていきます。また、社会に対しても積極
的に情報公開を行い、
「社会から信頼される企業」の具現化を図ってい
きます。

環境に配慮した企業活動環境に配慮した企業活動
当社は、地球環境の保護と持続可能な社会を実現するため、事業活動のあらゆる面で、環境に与える影

響の把握と環境負荷の低減に向け、環境に配慮した活動に自主的かつ積極的に取り組むとともに、環境情
報を開示し、環境・社会貢献活動などの環境コミュニケーションを推進しています。
また、三菱ケミカルホールディングスグループの一員としてKAITEKI社会の実現をめざしています。特

に、温室効果ガスの排出量抑制など、地球環境負荷の削減への貢献により、地球にとってのKAITEKI実現
に取り組んでいます。

田辺三菱製薬環境安全理念

環境安全活動方針

HOME  > 環境  > 環境マネジメント



国内 ： 田辺三菱製薬、田辺三菱製薬工場、バイファ、田辺製薬吉城工
場、田辺アールアンドディー・サービス

海外 ： 台湾田辺製薬、天津田辺製薬、ミツビシタナベファーマコリア、
三菱製薬（広州）、タナベインドネシア、タナベリサーチラボラ
トリーズU.S.A、メディカゴ（カナダ）*

環境マネジメント体制環境マネジメント体制
社長執行役員を統括者とする環境安全管理体制を構築、協議機関として経営執行会議メンバー等を委員

とする「環境安全委員会」および当社グループの環境安全に関わる課題に対して企画・推進を行うための
「環境安全連絡協議会」を設置し、国内および海外のグループ全体で環境経営を推進しています。また、
環境・安全管理を統括する専任部署として環境安全部を設け、現場との密接な連携を通じて現場力の強化
と安全文化の醸成を支援し、環境・安全に係る事故・トラブルの再発防止・未然防止をめざしています。

田辺三菱製薬グループ環境安全管理体制

環境情報把握・開示の対象範囲環境情報把握・開示の対象範囲
CSR活動報告では、当社をはじめ、当社グループの国内連結子会社の生産・研究・物流拠点、ならびに

海外連結子会社の生産・研究拠点を対象に環境情報を把握し開示しています。

環境情報把握、開示の対象会社

※2013年9月にメディカゴ（カナダ）を子会社化したことから対象範囲に加えています。



台湾田辺製薬の環境監査
(2013年9月)

タナベ インドネシアの環境監査
(2014年1月)

環境コンプライアンス環境コンプライアンス
当社グループでは、地球環境の保護に主体的に取り組み、社会との共生を図ることをコンプライアンス

行動のひとつとして宣言しています。また、環境法規制を遵守することは企業の使命であり、国内の工場
や研究所では、必要に応じて法律の規制より厳しい自主管理基準値を定め事業活動を行っています。海外
の生産拠点においては、2013年度より新たに法令遵守をテーマとした環境安全監査を実施しており、その
一環として、現地の環境法令に精通した外部専門機関による環境コンプライアンス監査を実施、取り組み
の強化を図っています。

環境リスクマネジメント環境リスクマネジメント
当社グループでは、リスクマネジメント規則を定め、事業所ごとに環境リスクを洗い出し、そのリスク

を低減する活動を推進しています。さらに、リスクレベルが高く管理が必要な項目については、緊急時の
迅速かつ的確な対応手順の確立、有事に備えた定期的な教育訓練などを実施しています。また、その状況
は、毎年実施する環境安全監査で確認・フォローするPDCAサイクルを回しています。
特に、化学物質の河川・海域への流出などの不測の事態に備え、環境汚染を未然に防止できる設備やシ

ステム（排水の緊急遮断弁の自動化）などを計画的に導入しています。

ISO14001認証取得状況ISO14001認証取得状況
当社グループの主な生産拠点ではISO14001認証あるいは自治体創設の認証制度を取得し、環境マネジ

メントシステムの構築と運用を徹底しています。また、研究所やオフィスにおいては、事業活動に伴う環
境負荷の内容や大きさに応じて適切な環境マネジメントに取り組み、環境に配慮した活動を推進していま
す。

環境安全監査環境安全監査
当社グループの国内外の工場や研究所に対して、

環境マネジメントシステムが有効に機能している
ことを確認するために環境安全監査を実施してい
ます。2013年度に実施した監査では、重大な環境
リスクにつながる指摘事項はありませんでした。
また、海外では法令遵守をテーマとした環境監

査を2012年度から開始しており、2013年度は、
台湾田辺製薬（新竹工場）およびタナベ インドネ
シア（バンドン工場）で外部専門家による監査を
実施しました。
なお、監査結果は経営層へ報告するとともにグ

ループ全体で情報を共有し、さらなる活動のレベ
ルアップにつなげています。



環境関連のトラブ環境関連のトラブルル
2013年度も環境に重大な影響を与える環境事故の発生はありませんでした。一方、改正水濁法施行に伴

う配管類の定期点検により、一部の埋設配管で亀裂を確認しました。排水ではCODの基準値超過、また、
敷地外への流出はないものの、微量の化学品を誤排水するなどのトラブルが4件発生しました。いずれの事
象も発生の都度、適切に行政当局へ報告するとともに、埋設配管を地上配管へ変更するなど、再発防止、
未然防止対策の徹底に努めています。

土壌・地下水汚染の防止および対策土壌・地下水汚染の防止および対策
当社グループの工場や研究所等において、土壌や地下水の汚染防止を徹底するとともに、万が一、汚染

が判明した場合は適切に汚染拡散防止措置などを講じています。
2009年に閉鎖したエーピーアイコーポレーション久寿工場（三重県四日市市）の跡地では、汚染土壌の

浄化を完了後、嫌気性バイオ法による地下水浄化対策を実施し、地下水モニタリングを継続しています。
また、2013年度は吉富工場（福岡県吉富町）において、新棟建設や建屋解体に先立ち、土壌汚染対策法

に準拠した自主の土壌汚染調査を実施しました。その結果、敷地内一部の土壌および地下水で法定基準を
上回る有害物質が確認されました。その後、地下水にて基準値を超過したシアンとベンゼンについて追加
調査を行い、敷地外への影響がないことは確認していますが、汚染土壌の掘削除去および地下水の揚水に
より浄化・拡散防止を進めてまいります。


